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１．基本方針 

 

一昨年から続く新型コロナウイルスの感染拡大という極めて大きな災禍は、現在

も人々の暮らしや経済活動に大きな影響を及ぼしています。人と人とのつながりの

希薄化や生活の困窮、地域住民の孤立が進んでいることが懸念される中において重

要視されてきた地域の福祉活動も、感染防止の観点から、サロン活動をはじめ、各種

研修会など自粛せざるを得ない状況が続いています。地域福祉を中核的に推進する

団体として位置づけられている社会福祉協議会は、地域住民の様々な「つながり方」

を新たに創造し、人びとが相互に人格と個性を尊重し合いながら社会参加し、自立

的な暮らしを最期まで続けることのできる「地域共生社会」を実現するため、地域福

祉活動の新たな展開を推進することが求められています。 

摂津市社会福祉協議会としては、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対

応する包括的な福祉サービス提供体制を整備することを目的とした「重層的支援体

制整備事業」の考え方に基づいて、その役割や機能を十分に発揮するべく、新たな施

策動向を各事業に的確に関連づけ、積極的かつ効果的に実践・展開してまいります。

更には、すべての人が、身近な地域で住み続けることができるよう、福祉に関する相

談窓口のさらなる充実に取り組むとともに、総合的な対応ができる包括的支援体制

のネットワークを整備し、「断らない相談支援」を目指してまいります。また、コロ

ナ禍において顕在化した新たな地域生活課題や生活困窮の問題へ対応するとともに、

時代とニーズの変化に合わせた施策・事業の見直し等も図りながら、喫緊の諸課題

にも積極的に取り組んでまいります。 

令和２年度に策定いたしました「地域福祉活動計画（第 2 期地域ささえあいプラ

ン）」については、新型コロナウイルスの影響により事業が中止や延期される中、可

能な範囲で実施した事業の「計画、実行、評価、改善（ＰＤＣＡ）」を行い、その結

果を踏まえ、コロナ禍における事業の進め方について引き続き検討し、本計画目的

の実現を目指してまいります。  

また、新型コロナウイルスの感染拡大を受け、これまでの地域活動に「新しい生活

様式（３密の回避等）」を取り入れることに加え、非対面での「つながり」づくりな

ど、社協が地域のネットワークの中心となり、モデル助成事業などを活用しながら

コロナとの共存（ウィズコロナ）を前提にした新たな取組みを進めてまいります。 
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２．目的及び実施事業 

 

➀地域福祉活動の充実 

 

小地域ネットワーク活動事業 

ひとり暮らしやねたきりの高齢者、障害者、子育て中の方々が、地域の中で孤立す

ることなく安心して暮らすことができるよう、地域住民が助け合い、支え合うネッ

トワークを創造し、住みよい福祉のまちづくりを推進します。 

「みんなが安心して暮らすことができる福祉のまちづくり」を目指し、校区等福

祉委員会や福祉・保健・医療の関係者と共に小地域ネットワーク活動をさらに展開

していきます。 

小地域（概ね小学校区）を単位に、校区等福祉委員やボランティアなどの近隣住民

が、要援護者の見守り活動や声かけ訪問を積極的に行うとともに、「ふれあいサロン」

や「いきいきリハサロン」等の地域住民のふれあいの場となる活動をさらに進めま

す。校区等福祉委員会を中心に福祉活動拠点や集会所等で、リハサロン等を開催し、

専門職による助言を受けながら、地域での健康づくりと介護予防を推進します。   

コロナ禍により各種活動の中止が余儀なくされている中、昨年度作成した「校区

等福祉委員会ふれあいサロン・リハサロン再開・運営に向けたマニュアル」を活用

し、感染予防に十分留意しながら小地域ネットワーク活動を展開します。 

項目 令和２年度実

績 

令和３年度見込

み 

令和４年度目標 

サロン実施回数 ４６回 ３８回 ５００回 

サロン参加者総数

（人） 

１，２４２人 ９００人 １８，０００人 

 

ボランティアセンター事業 

ボランティア活動を行いたい人と、 ボランティアの手助けがほしい人との調整を

行う他、ボランティア団体の育成や情報提供と幅広い世代の地域住民がボランティ

ア活動に積極的により多く参加できるようなプログラムづくり等を進めます。 

地域づくりを意図した「福祉教育」を掲げ、社会福祉施設地域貢献委員会の協力に

よるボランティア入門講座や週末親子ボランティア体験を開催するなど、より多く

の方がボランティア活動に参加できるようなプログラムづくりを進めます。 

災害発生時に速やかに災害ボランティア活動に取り組むことができるよう、平時

から市内のボランティア関係機関や団体、企業、NPO、行政等と連携し、防災と減災

に関する情報交換や研修会を行います。大規模な災害が発生した時、いち早く生活

を立て直し、復興するには、災害ボランティアの支援の力が欠かせないことから、恒

常的な災害対策に関する情報発信やボランティアの育成等を目指し、災害ボランテ

ィアセンターの常設化について関係機関と協議します。 

コロナ禍により各種ボランティア活動の中止が余儀なくされている中、感染予防
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に十分留意しながらボランティア派遣と活動の啓発に努めます。 

項目 令和２年度実績 令和３年度見込

み 

令和４年度目標 

ボランティア登録者数

（人） 

５８８人 ５４８人 ６１５人 

ボランティア派遣数 ４０９回 ４００回 ７８５回 

 

生活支援コーディネーター事業 

生活支援コーディネーターが高齢者の生活を支援する活動の情報を収集するとと

もに、高齢者の困りごとや希望を把握して、新しいサービスの創出やその担い手の

養成とグループ化、活動団体をつなぐネットワークづくりといった役割を果たしま

す。 

 有償ボランティア活動の実施範囲拡大をはじめ、様々な地域課題を解決する新た

な取り組みを地域住民とともに検討し、実施します。 

項目 令和２年度実績 令和３年度見込

み 

令和４年度目標 

活動件数 ２８４件 ３３４件 ４００件 

 

献血推進事業 

市内において街頭献血を実施するとともに、啓発キャンペーンを行い、献血の推

進を図ります。特に、学校献血の実施など、若年層（主に２０～３０代）への呼びか

けを積極的に行います。（SNS での街頭献血の周知や成人祭でのパンフレットの配布

等） 

また、街頭献血の際に市役所にて実施（年 1 回実施）している骨髄バンクドナー

登録につきましても、引き続き推進してまいります。 

項目 令和２年度実績 令和３年度見込

み 

令和４年度目標 

街頭献血実施数 ８回 １０回 １０回 

献血者数 ２９２人 ３４４人 ４００人 

骨髄バンクドナー登録数 ７人 ８名 １０名 

 

 

②相談支援体制の強化・充実 

 

日常生活自立支援事業 

認知症や知的障害、精神障害などにより、判断能力にハンディキャップがある方々

の福祉サービスの手続き援助や、日常の金銭管理を行うことで住み慣れた地域で安

心して住み続けることができるよう、支援をさらに進めます。 

広報紙やホームページ、SNS などを活用し、幅広く事業の周知と啓発を図り、利用

者の拡大に努めます。 

高齢者及び障害者（児）等の権利擁護に関する総合的な支援事業を行い、住み慣れ

た地域で安心して生活が継続できるよう、権利擁護に関する専門相談や成年後見制
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度利用促進等を行う「（仮称）権利擁護センター」の設置に向け、関係機関と協議・

検討を進めます。 

 項目 令和２年度実績 令和３年度見込み 令和４年度目標 

利用者人数 

 

 

２８人 ２８人 ３５人 

訪問回数 ９２４回 ８２７回 １，０００回 

 

生活福祉資金貸付事業 

他から融資を受けることが困難で、所得の少ない世帯または、高齢者世帯及び障

害者の属する世帯などに対して、国と大阪府の出資により、低金利で必要な資金を

貸し付けるとともに、必要な相談支援を行い、安定した生活を支えます。 

貸付での対応が困難な相談者については、生活状況等の聴き取りを行う中で、社

協内部や関係機関との連携により、情報提供を行い、必要な支援につなげます。 

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、収入減少や失業等により生活に困窮し、

日常生活の維持が困難となっている世帯に対して生活資金を貸し付けるコロナ特例

貸付に関する償還の問合せや、貸付後のアフターフォローに関する相談が、増加す

ることが予想されるため、相談体制を整備し、対応にあたります。 

項目 令和２年度実績 令和３年度見込み 令和４年度見込み 

貸付申請（コロナ） １，８５３件 １，３００件 制度終了予定 

貸付相談（小口） ５件 １５件 ３０件 

貸付申請（小口） ３件 ８件 ２０件 

貸付相談（総合） ６件 ２件 １０件 

貸付申請（総合） ４件 ０件 ５件 

貸付相談（教育） ２１件 ２１件 ２０件 

貸付申請（教育） １３件 １２件 １３件 

貸付相談（その他） ７件 １３件 ３０件 

貸付申請（その他） ３件 １件 ５件 

 

コミュニティソーシャルワーカー事業 

地域で手助けが必要な要支援者を理解し、温かく見守る応援者として、自身でで

きる範囲で活動を行っていただく方々を「あったかご近所サポーター」として養成

し、地域住民同士の支え合い・助け合いを推進します。校区等福祉委員会やボランテ

ィア活動への参加の促進、受講者同士のネットワークづくりによる地域のつながり

の再構築などを進めます。   

ごみ屋敷問題や８０５０問題、ひきこもり支援などの新たな福祉課題のほか、地

域の心配や困りごと、悩みごと、課題の解決のため、地域の専門職や関係機関、地域

住民とネットワークを構築し、支え合いの地域づくりを進めながら課題解決に努め

ます。 

また、年齢や所得状況が原因で、住居の確保（契約等）が困難なケースについては、
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昨年度発足しました居住支援協議会等とも十分に連携を図りながら、当事者の支援

にあたります。  

地域福祉活動拠点に市社協の職員等が出向いて、福祉に関する様々な相談を受け、

様々な情報提供を行う「福祉なんでも出張相談」が地域住民や関係機関から気軽に

利用してもらえるよう、日程や場所を工夫し、周知・啓発に努めます。 

制度の狭間や複数の福祉課題を抱えるなど、既存の福祉サービスだけでは対応困

難な事案の解決に取り組むため、身近な地域に出向いて、要援護者に対する個別支

援や住民活動のコーディネートを行うほか、既存の福祉サービスだけでは対応しき

れない課題に対して、新たな解決システムの開発にさらに取り組みます。 

項目 令和２年度実績 令和３年度見込み 令和４年度見込み 

相談件数 ２５８件 ２７７件 ３００件 

相談者数 ２３８人 ２５９人 ２８０人 

 

ファミリー・サポート・センター事業 

地域で子ども・子育てを支えるため、「子育てのお手伝いをして欲しい方（利用会

員）」と「子育てのお手伝いをしたい方（援助会員）」がお互いに助け合う、会員制の

育児支援活動である「ファミリー・サポート・センター」の周知に努め、他機関との

連携をさらに強化するなど、充実を図ります。 

 コロナ禍により来所が難しい方への対応や、大型集合住宅での出張説明会の開催、

募集チラシ等の作成を工夫し、会員の拡充に努めます。 

項目 令和２年度実績 令和３年度見込み 令和４年度目標 

会員登録数 ３６１人 ３７５人 ３９０人 

活動回数 ３３２回 ５００回 ５１０回 

 

ライフサポーター事業 

民生委員・児童委員を通じてひとり暮らしの登録、高齢者のみ世帯の登録等をさ

れた方や７５歳到達の方に対して、必要な見守りの程度に応じて、ライフサポータ

ーが戸別訪問します。心配事や悩み事などを気軽に話せる信頼関係を築き、生活や

健康保持に関する情報の提供などを行うことにより、生活環境の向上を目指します。

また、困難な課題など、生活支援コーディネーターやコミュニティソーシャルワー

カー、地域包括支援センター等と連携を図り、必要なサービスへつなぐなどの支援

を行います。 

項目 令和２年度実績 令和３年度見込み 令和４年度見込み 

ひとり暮らし登録 ６，９４８人 ７，０８５人 ７，２２２人 

高齢者のみ世帯 

登録 

２６人 ２６人 ２６人 

７５歳到達の方 ９９７人 １，２５６人 １，５１４人 

 



7 

 

③相談・利用しやすい地域包括支援センターの構築 

 

地域包括支援センター事業 

地域包括ケアシステムの構築に向け地域で暮らす高齢者が必要な社会資源を活用

し、いつまでも住み慣れた地域で暮らすことができるよう支援を行います。 

社協ニュースや YouTube 等を活用し、市民に介護、福祉、健康等の啓発や周知活

動を行います。 

社会福祉協議会内の連携を密に図り、地域の実態把握に努めます。また、関係機関

等との多職種連携研修会への参画、認知症プロジェクトチーム会議等の開催により

地域課題の検討や専門職との連携を行います。 

介護予防・日常生活支援総合事業において、現行のサービスに限らず多様な社会

資源を活用し、住み慣れた地域での生活が継続できるように支援を行います。 

包括的・継続的ケアマネジメント支援業務として介護支援専門員に対し、研修会

や事例検討会の開催を行います。 

地域ケア会議では引き続き個別ケース会議の開催を行い、中学校区での全体会議

で地域課題の共有等を行います。 

昨年１１月に開所した地域包括支援センター鳥飼分室においては、地域の方の身

近な総合相談窓口として利用いただけるよう、引き続き周知を図ってまいります。       

項目 令和２年度実績 令和３年度見込み 令和４年度目標 

総合相談（新規） 

 

 

８５９件 １，０００件 １，０００件 

 
健康づくり  

（はつらつ元気で   

まっせ講座） 

 

８回 １回以上 １回以上 

健康づくり   

（健康づくりグル

ープ支援） 

２回 ５回以上 ５回以上 

健康づくり  

（つどい場等への

等への情報発信） 

－ ５回以上 ５回以上 

市民向け研修会 コロナ禍により

中止 

オンライン・対面

同時開催 １回 

１回 

事業所向け研修会 ケアマネジャー向

け研修会 １回 

 

ケアマネジャー向

け研修会 １回 

ケアマネジャー向

け研修会 ２回 
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ケアプラン作成 １１，８１４件

（内、包括作成

３，２３５件） 

１２，２３０件

（内、包括作成

３，６６０件） 

１２，５４０件

（内、包括作成

３，７００件） 

認知症初期集中支

援チーム 

市で担当 チーム員会議  

３回以上 

チーム員会議  

６回 

認知症プロジェク

トチーム 

市で担当 会議 ６回以上   

ひとり歩き声かけ

訓練 １回 

会議 ６回     

ひとり歩き声かけ

訓練３回 

 

 

④介護サービス事業の安定的な運営 

 

訪問介護事業・居宅介護事業 

利用者が要介護・要支援状態になった場合において、可能な限りその居宅におい

て、自立した日常生活を送れるよう、訪問介護員（ホームヘルパー）を派遣し、適正

なサービスを提供します。他の関係機関と連携し、安心して在宅生活ができるよう

に支援します。必要に応じてサービスを希望される利用者に介護保険外サービスの

提供を行います。 

障害者の方が安心して、自立した生活を在宅で送れるように支援します。日常生

活の援助や身体の介護を行うホームヘルパーや外出時の支援を行うガイドヘルパー

を派遣します。 

毎月のミーティングで研修会を開催し、ヘルパー業務の質の向上に努めます。 

産前産後ヘルパー派遣については、摂津市に住所を有し、産前産後に体調不良等

により家事や育児を行うことに支障があり、かつ、日中援助者がいない状態の方に

産前から産後１年未満の間でヘルパー派遣をし、家事など必要な支援をします。訪

問することで、精神的な不安なども解決し、育児への相談があれば、摂津市出産育児

課の保健師につなげていきます。 

ひとり親家庭日常生活支援事業については、母子家庭や父子家庭が、修学等の自

立を促進するために必要な事由若しくは疾患などの事由により、一時的に生活援助

が必要な場合又は生活環境等の激変により日常生活を営むのに支障が生じている場

合に、その生活を支援するため、ヘルパーを派遣します。 

項目 令和２年度実績 令和３年度見込み 令和４年度目標 

利用者数（介護） ４３人 ４５人 ５０人 

利用者数（障害） ４８人 ３６人 ５０人 
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登録ヘルパー 

（提供責任者含む） 

２７人 ３０人 ４０人 

産前産後ヘルパー

利用者数 

３人 ９人 １０人 

産前産後ヘルパー

訪問回数（延べ） 

３３回 ５１回 ６０回 

 

⑤法人の財政基盤強化等 

 

社協会員会費・組織構成会員会費 

市民や事業所のみなさんからいただいた会員会費や寄付、募金を小地域ネットワ

ーク活動をはじめ、地域に密着した福祉活動を充実させるために役立てます。 

項目 令和２年度実績 令和３年度見込み 令和４年度目標 

協力自治会・町会

数 

９８会 ９７会 １００会 

会員会費額 ３，０４７，３２５円 ３，０００，０００円 ３，２００，０００円 

参加事業者数 ５８団体 ５８団体 ６５団体 

組織構成会員会費 １４６，０００円 １４６，０００円 １６０，０００円 

 

赤い羽根共同募金・歳末たすけあい運動 

 10 月 1 日より全国一斉に始まる赤い羽根共同募金運動について、市内で幅広く募

金活動を行います。また、共同募金の一環として行う歳末たすけあい運動につきま

しては、例年１２月１日からの 1 ヶ月間を運動期間として、募金活動を行います。

集まった募金は、地域福祉のために、各種団体への助成や福祉事業に役立てます。 

項目 令和２年度実績 令和３年度見込み 令和４年度目標 

募金総額（赤い羽根） ３，２０３，０９９円 ２，８５０，０００円 ３，３００，０００円 

募金総額（歳末） ２，６７９，６３１円 ２，６５０，０００円 ３，０００，０００円 

街頭募金実施場所数 ４ヶ所 ４ヶ所 ８ヶ所 

募金箱設置場所数 １１ヶ所 １５ヶ所 １４ヶ所 

法人募金協力数 １７企業等 １５企業等 １８企業等 

 

広報活動 

社協の実施する事業や地域福祉活動を紹介する広報紙「せっつ社協ニュース」を

年４回発行し、全戸配布を行っています。充実した内容の紙面作りに努めます。 

令和３年度に、ホームページを全面リニューアルし社協の実施する事業や地域福
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祉活動を詳しく紹介しています。ホームページをはじめ、ツイッターやインスタグ

ラム・ＬＩＮＥ（ライン）など多様なツールを活用し、タイムリーな情報発信に努め

ます。 

 

⑥その他の事業 

 

「ウィズコロナ、ポストコロナに対応した地域活動モデルの開発」事業 

（大阪府福祉基金助成） 

地域で福祉活動に主体的に取り組んでいただいている各地域の福祉委員及びボラ

ンティア登録をされている方で、主に高齢者の方々を対象に、スマホやタブレット

の利用方法を学ぶ講座を実施します。情報伝達のツールとしてスマホの使用方法を

地域住民同士が教え合い、情報伝達技術を広めることで新たな地域のつながりを創

造します。 

項目 令和２年度実績 令和３年度見込み 令和４年度目標 

講座実施回数 － ８回 １２回 

参加者数 － ８０人 １２０人 
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３．実施事業一覧 

 

 小地域ネットワーク活動事業 

・サロン・リハサロンの実施 

・福祉委員会における相談事業の実施 

・校区等福祉委員長会議の実施 他 

 

ボランティアセンター事業 

・ボランティアフェスティバルの開催 

・災害ボランティアネットワーク会議の実施 

・ボランティア団体ＰＲ動画の作成 

・ボランティア入門講座 

・週末親子ボランティア活動体験 

・ボランティア保険加入促進 

・移送サービスボランティアの充実 他 

 

生活支援コーディネーター事業 

・地域活動マップの作成 

・有償ボランティアの実施と拡大 

・地域課題を解決する新たな取り組みの実施 他 

 

献血推進事業 

・献血推進協議会総会の実施 

・街頭献血の実施 

・献血協賛団体との連携 

・若年層へのＰＲ強化 他 

 

日常生活自立支援事業 

・事業周知 

・関係機関との連携 

・利用者数の拡充 

・市民講座の実施 

・成年後見制度利用促進 他 

 

生活福祉資金貸付事業 

・生活困窮者自立支援機関との連携 

・事業周知 
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コミュニティソーシャルワーカー事業 

・福祉なんでも出張相談 

・あったかご近所サポーター養成講座 

・要援護者の発見・見守り強化 

・ひきこもり家族会の結成 

 

ファミリー・サポート・センター事業 

・出張説明会 

・関連講座の実施 

・会員の拡充 

・ファミサポ動画製作等によるＰＲ拡充 

 

ライフサポーター事業 

・ひとり暮らし登録をしている６５歳以上高齢者の安否確認等訪問 

・ひとり暮らし登録をしている７５歳以上高齢者に対する介護予防等の情報提供 

 

地域包括支援センター事業 

・介護予防ケアマネジメント 

・一般介護予防事業 

・総合相談 

・権利擁護 

・包括的・継続的ケアマネジメント支援 

・指定介護予防支援 

・認知症総合支援事業に関する取組み 

・事業所職員向け研修や市民研修の充実 

・地域ケア会議の実施 

・職員の資質向上 

・鳥飼分室の周知及び相談機能体制の充実 

 

訪問介護事業 

・ホームヘルパー派遣 

・介護保険外サービスの実施 

・産前産後ヘルパー派遣 

・ひとり親家庭日常生活支援事業 

・療育支援訪問事業 

・犯罪被害者家庭等支援事業 
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居宅介護事業 

・ホームヘルパー派遣 

・同行援護 

・移動支援 

 

寄付金の受入 

・税額控除団体であることの周知 

 

社協会員会費・組織構成会員会費 

・自治会・町会への協力呼びかけ 

・市内事業所等への参加の呼びかけ 

 

赤い羽根共同募金・歳末たすけあい運動 

・団体助成 

・街頭募金 

・募金箱の設置個所拡大 

・法人募金の拡充 

・配分委員会の開催（年２回） 

 

広報活動 

・社協ニュースの発行（年４回） 

・ホームページの充実 

・SNS での情報発信 

 

その他の事業 

・社会福祉施設地域貢献委員会 

・居住支援協議会の参画 

・福祉用具（車いす）貸出 

・実習生/インターンシップ学生受入 

・当事者組織支援 

・つながりのまち共同アピール 

・心配ごと相談の実施 

・ほほえみコール（電話訪問）の実施 

・介護相談事業の実施 

・重層的支援体制整備事業における行政との連携 

・「ウィズコロナ、ポストコロナに対応した地域活動モデルの開発」 

スマホ講座の実施（大阪府地域福祉助成金事業） 


